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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

中間連結会計期間
第58期

中間連結会計期間
第57期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

売上高 （千円） 25,193,265 24,132,091 56,245,860

経常利益又は経常損失（△） （千円） 2,060,687 △164,108 5,629,149

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する中間純損失（△）

（千円） 1,413,439 △226,109 3,818,172

中間包括利益又は包括利益 （千円） 1,577,806 159,535 4,863,258

純資産額 （千円） 36,821,149 38,266,063 39,852,930

総資産額 （千円） 103,959,108 112,035,368 110,290,164

１株当たり中間（当期）純利益又

は１株当たり中間純損失（△）
（円） 37.26 △5.89 100.36

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 36.61 － 98.42

自己資本比率 （％） 34.9 33.3 35.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 5,455,816 △2,747,688 4,363,668

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,183,205 △286,907 △1,149,735

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △6,260,211 2,752,060 △6,908,724

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 15,089,486 9,618,491 9,933,446

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第58期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１

株当たり中間純損失であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1） 財政状態及び経営成績の状況

（経営成績）

当中間連結会計期間における世界経済は、AI関連分野を中心とした設備投資が景気を下支えし、全体として緩

やかな成長を維持しました。一方、中東情勢の緊迫化に伴うエネルギー価格の変動や物流への影響、米国の通

商・関税政策、中国経済の停滞など、依然として先行き不透明な状況が続きました。

当社グループの業績に影響を及ぼす半導体業界においては、AIインフラの拡大を背景に半導体需要が増加し、

先端半導体製造設備への投資も堅調に推移しました。SEMI（Semiconductor Equipment and Materials

International）の発表によると、2026年第２四半期の世界半導体製造装置販売額は405億3,000万米ドルとなり、

前年同期比23％増加し、四半期連続で過去最高を更新するなど半導体製造装置市場の拡大が続いています。

このような状況下、当社グループは企業価値の拡大を目指し、中期経営計画『Together Toward

Transformation 26（TTT-26）』の達成に向け、①収益性の向上、②資本効率化、③財務最適化、株主還元、④社

会的価値創出に注力し、半導体・製薬業界へのアプローチ強化やエンジニアリングプロセスの改革を実行し、生

産性・収益性の向上を図るとともに、サステナビリティ経営の実現に向けて各種施策に取り組んでまいりまし

た。

この結果、受注高は50,816百万円（前年同期比227.0％増）、売上高は24,132百万円（同4.2％減）、営業利益

は1,109百万円（同61.2％減）、経常損失は164百万円（前年同期は2,060百万円の経常利益）、親会社株主に帰属

する中間純損失は226百万円（前年同期は1,413百万円の親会社株主に帰属する中間純利益）となりました。

 

（受注高）

当社グループの主要顧客である半導体関連企業の設備投資は、引き続き堅調に推移しました。こうした中、

国内外での積極的な営業活動が奏功し、日本をはじめアジア地域を中心に大型水処理装置案件を受注したこと

から、受注高は大幅に増加しました。

（売上高）

水処理装置については、米国及び日本の大型水処理装置案件が一巡したこと等により、売上高は14,406百万

円（前年同期比17.2％減）となりました。また、メンテナンス及び消耗品については、半導体関連企業を中心

に各地域において受注が堅調に推移し、売上高は9,299百万円（同26.0％増）となりました。その他の事業につ

いては、大型半導体製造装置向け配管材料の売上が堅調に推移したこと等により、売上高は426百万円（同

3.0％増）となりました。

（利益）

利益面については、米国及び日本における大型水処理装置案件が一巡したことに加え、韓国の大型水処理装

置案件において原価が上昇したこと等から、売上総利益は減少しました。また、人件費をはじめとする販売費

及び一般管理費が増加したこともあり、営業利益以下の各段階利益は前年同期を下回りました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

 ① 日本

大型水処理装置の案件が一巡したことに加え、新規受注の大型案件の売上寄与が下期以降の見通しとなっ

たこと等により、売上高は10,015百万円（前年同期比31.0％減）となりました。営業利益については、減収

要因とともに販売費及び一般管理費の増加により1,264百万円（同29.8％減）となりました。

 ② 韓国

前期までに受注した大型水処理装置の工事が進捗したこと等により売上高は2,149百万円（同3.2％増）と

なりましたが、一部大型水処理装置の原価が増加したこと等により営業損失は740百万円（前年同期は88百万

円の営業利益）となりました。

 ③ 中国

大型水処理装置の工事が売上寄与したことに加え、メンテナンス及び消耗品の受注が堅調に推移したこと

等により、売上高は5,215百万円（前年同期比90.8％増）となりました。一方、売上総利益率は改善したもの

の、人件費をはじめとする販売費及び一般管理費の増加を吸収するには至らず、営業損失は47百万円（前年

同期は98百万円の営業損失）となりました。
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 ④ 台湾

大型水処理装置の工事が順調に進捗したことに加え、メンテナンス及び消耗品の受注も堅調に推移したこ

と等により、売上高は4,801百万円（前年同期比277.1％増）、営業利益は483百万円（同11.5％増）となりま

した。

 ⑤ 米国

大型水処理装置の案件が一巡したこと等により、売上高は1,873百万円（同59.1％減）、営業利益は141百

万円（同78.3％減）と大幅な減収減益となりました。

 ⑥ その他

前連結会計年度に営業を開始した野村マイクロ・サイエンス Singapore Pte. Ltd.において、積極的な営

業活動が奏功し、当期に受注した大型水処理装置案件の工事が開始されたことに加え、メンテナンス案件も

着実に獲得したことから、売上高は76百万円（前年同期は６百万円）、営業利益は７百万円（前年同期は13

百万円の営業損失）となりました。

 

（財政状態）

当中間連結会計期間末の総資産については、前連結会計年度末に比べて1,745百万円増加し、112,035百万円とな
りました。これは主に、受取手形、売掛金及び契約資産が1,177百万円、流動資産のその他が706百万円それぞれ増
加したこと等によるものであります。
負債合計は、前連結会計年度末に比べて3,332百万円増加し、73,769百万円となりました。これは主に、支払手
形及び買掛金が1,829百万円、未払法人税等が859百万円それぞれ減少した一方、短期借入金が4,336百万円、契約
負債が2,105百万円それぞれ増加したこと等によるものであります。

また、純資産については、前連結会計年度末に比べて1,586百万円減少し、38,266百万円となりました。これは

主に、新株予約権が378百万円、為替換算調整勘定が238百万円、資本剰余金が185百万円それぞれ増加した一方、

利益剰余金が2,561百万円減少したこと等によるものであります。

 

（2） キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べ314百万
円減少し、9,618百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、2,747百万円（前年同期は5,455百万円の獲得）となりました。これは主

に、売上債権の増加額が2,135百万円となったこと等によるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
投資活動の結果使用した資金は、286百万円（前年同期は1,183百万円の使用）となりました。これは主に、
有形固定資産の取得による支出が512百万円となった一方で、敷金及び保証金の回収による収入が279百万円と
なったこと等によるものであります。
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は、2,752百万円（前年同期は6,260百万円の使用）となりました。これは主

に、短期借入れによる収入が5,158百万円となった一方で、配当金の支払額が2,330百万円となったこと等によ

るものであります。

 

（3） 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

（4） 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありま

せん。
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（5） 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

 

（6） 研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、231百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 88,000,000

計 88,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 40,608,000 40,608,000
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 40,608,000 40,608,000 － －

　（注）普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない、当社における標準となる株式であります。

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

当中間会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

・野村マイクロ・サイエンス株式会社　第９回新株予約権

決議年月日 2026年７月15日

付与対象者の区分及び人数（名）
当社執行役員（取締役兼務者を除く。）     ５

当社従業員                              404

新株予約権の数（個）※ 2,517　（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数（株）※ 普通株式　251,700　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり4,474　（注）２、３

新株予約権の行使期間 ※ 自　2028年８月21日　至　2033年８月18日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　4,474

資本組入額　2,237　（注）６

新株予約権の行使の条件 ※ （注）７

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ （注）９

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）10

※　新株予約権の発行時（2026年８月18日）における内容を記載しております。

（注）１　新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以

下、「付与株式数」という。）は100株とする。

なお、（注）12に定める新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式に

つき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を

行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該

時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数に

ついては、これを切り捨てるものとする。

 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・株式併合の比率

 
　調整後付与株式数は、株式分割の場合は当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発
生日）以降、株式併合の場合はその効力発生日以降、これを適用する。

ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条

件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合

は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。
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また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下、「合併等」という。）を

行う場合及びその他これらの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において

必要と認める付与株式数の調整を行うことができる。

２　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることがで

きる株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、4,474円とする。

３　行使価額の調整

①　割当日後、当社が当社普通株式につき、次のイ．又はロ．を行う場合は、それぞれ次に定める算式（以下、

「行使価額調整式」という。）により行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数はこれを切り上げ

る。

イ．株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

１

株式分割・株式併合の比率

ロ．時価を下回る価額で、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（株式の無償割当ての場合を含むが、

合併等により新株式を発行又は自己株式を処分する場合、会社法第194条の規定（単元未満株主による単元

未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券の

転換又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使

による場合を除く。）
 

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

既発行

株式数
＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

ⅰ　行使価額調整式に使用する「時価」は、下記②に定める「調整後行使価額を適用する日」（以下、「適

用日」という。）に先立つ45取引日目に始まる30取引日における東京証券取引所における当社普通株式の

普通取引の終値（気配表示を含む。以下同じ。）の平均値（終値のない日を除く。）とする。なお、「平

均値」は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

ⅱ　行使価額調整式に使用する「既発行株式数」とは基準日がある場合はその日、その他の場合は適用日の

１か月前の日における当社の発行済普通株式総数から当社が当該日において保有する当社普通株式にかか

る自己株式数を控除した数とする。

ⅲ　自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に「１株当たり払込金

額」は「１株当たり処分金額」に読み替えるものとする。

②　調整後行使価額を適用する日は、次に定めるところによる。

イ．上記①イ．に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日

（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用

する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承認される

ことを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日

とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれ

を適用する。

なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の終結の日

までに新株予約権を行使した（かかる新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の数

を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権の割り当てを受けた者に対しては、次の算式によ

り、当社普通株式を交付するものとし、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとす

る。

株式数 ＝
（調整前行使価額－調整後行使価額） × 分割前行使株式数

調整後行使価額

ロ．上記①ロ．に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、当該発行又は処分の払込期日（払込期間が設けら

れたときは、当該払込期間の最終日）の翌日以降（基準日がある場合は当該基準日の翌日以降）、これを適

用する。
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③　上記①イ．及びロ．に定める場合の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める行使

価額の調整を行うことができる。

４　新株予約権と引換えに払込む金銭

新株予約権と引換えの金銭の払込みはこれを要しない。なお、職務執行の対価として公正発行により付与され

る新株予約権であり、有利な条件による発行に該当しない。

５　新株予約権を行使することができる期間

2028年８月21日から2033年８月18日までとする。

６　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に

従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、これ

を切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増

加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

７　新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割り当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、新株予約権の権利行使の時点に

おいて、当社又は当社子会社の取締役、監査役、執行役員又は従業員その他これに準ずるいずれかの地位にあ

る場合に限り、新株予約権を行使することができる。

なお、新株予約権者が、当社又は当社子会社の取締役又は監査役の任期満了による退任の場合、当社又は当

社子会社の従業員の定年による退職の場合、若しくは正当な事由により当社又は当社子会社の取締役、監査

役、執行役員又は従業員その他これに準ずるいずれかの地位を喪失した場合には、新株予約権を行使すること

ができるものとする。

②　新株予約権者が新株予約権を行使することができる期間の満了前に死亡した場合は、その権利を喪失する。

③　新株予約権の全部又は一部につき、譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものとする。

④　その他の権利行使の条件は、当社と新株予約権の割当てを受ける者との間で締結する新株予約権割当契約に

定めるところによるものとする。

８　新株予約権の取得条項

当社は、以下の①、②、③、④又は⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場

合は、当社取締役会決議による。）は、当社取締役会が別途定める日に、新株予約権を無償で取得することがで

きる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することについ

ての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承認を要

すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定め

を設ける定款の変更承認の議案

９　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。
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10　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る。）、株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以上

を総称して、以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併に

つき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社成立の日、吸収分割につき吸収分割

がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を

生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存す

る新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、

会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約

権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めること

を条件とする。

①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、（注）１に準じて決定する。

④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、（注）２で定められる行使価額を組織再

編行為の条件等を勘案の上、調整して得られる再編後行使価額に上記③に従って決定される当該各新株予約権

の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤　新株予約権を行使することができる期間

（注）５に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいず

れか遅い日から、（注）５に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（注）６に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧　新株予約権の行使の条件

（注）７に準じて決定する。

⑨　新株予約権の取得条項

（注）８に準じて決定する。

11　新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨

てるものとする。

12　新株予約権を割り当てる日

2026年８月18日

13　新株予約権証券を発行する場合の取扱い

　新株予約権証券は発行しない。
 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高
（千円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 40,608,000 － 2,236,800 － 1,968,194

 

(5) 【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

北興化学工業株式会社 東京都中央区日本橋本町１丁目５番４号 4,150,000 10.78

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号

赤坂インターシティＡＩＲ
3,555,900 9.24

J.P. MORGAN BANK LUXEMBOURG

S.A. 385598

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行決済営業部）

EUROPEAN BANK AND BUSINESS CENTER 6,

ROUTE DE TREVES, L-2633 SENNINGERBERG,

LUXEMBOURG

（東京都港区港南２丁目15－１）

1,340,000 3.48

野村殖産株式会社 大阪府大阪市中央区高麗橋２丁目１－２ 1,200,000 3.12

千田　豊作 神奈川県相模原市南区 1,197,100 3.11

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,000,000 2.60

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海１丁目８－12 950,100 2.47

カツラギ工業株式会社 大阪府大阪市西成区南津守５丁目４番６号 866,000 2.25

ノムラ・ジャパン株式会社 東京都中央区日本橋堀留町２丁目１－３ 800,000 2.08

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目13番１号 701,402 1.82

計 － 15,760,502 40.94

　（注）１．上記のほか、自己株式が2,108,681株（5.19％）あります。

２．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は

3,555,900株であります。

３．上記株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は941,100株であ

ります。

４．2026年９月24日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、三井住友トラスト・

アセットマネジメント株式会社及びその共同保有者であるアモーヴァ・アセットマネジメント株式会社が

2026年９月15日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年９

月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券の数

（株）

株券等保有

割合（％）

三井住友トラスト・アセットマネジメン

ト株式会社

アモーヴァ・アセットマネジメント株式

会社

東京都港区芝公園１丁目１番１号

 

東京都港区麻布台１丁目３番１号

株式 　971,900

 

株式 　584,300

2.39

 

1.44
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５．2026年９月24日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、野村證券株式会社及

びその共同保有者であるノムラ インターナショナル ピーエルシー並びに野村アセットマネジメント株式会

社が2026年９月15日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026

年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券の数

（株）

株券等保有

割合（％）

野村證券株式会社

ノムラ　インターナショナル　ピーエル

シー（NOMURA INTERNATIONAL PLC）

野村アセットマネジメント株式会社

東京都中央区日本橋１丁目13番１号

1 Angel Lane, London EC4R 3AB,

United Kingdom

東京都江東区豊洲２丁目２番１号

株式 　415,638

株式 　　56,221

株式　1,287,800

1.02

0.14

3.17

 

(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,108,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 38,412,000 384,120 （注）

単元未満株式 普通株式 87,400 － －

発行済株式総数  40,608,000 － －

総株主の議決権  － 384,120 －

（注）権利内容に何ら限定のない、当社における標準となる株式であります。

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

野村マイクロ・サイエンス

株式会社

神奈川県厚木市岡田

二丁目９番10号
2,108,600 － 2,108,600 5.19

計 － 2,108,600 － 2,108,600 5.19

 

EDINET提出書類

野村マイクロ・サイエンス株式会社(E01735)

半期報告書

11/28



２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（千株）

就任
年月日

取締役 箔本　恵一 1972年２月28日

1995年４月 大和冷機工業株式会社入社

1996年２月 当社入社

2006年12月 京滋営業所長

2014年５月 西日本営業所長兼京滋出張所長兼

          名古屋出張所長

2017年４月 西日本営業部長兼西日本営業所長

2021年４月 理事営業本部副本部長（国内担当）兼

          西日本営業部長

2022年４月 執行役員営業本部副本部長（国内担

 当）

2026年６月 取締役執行役員営業本部副本部長（国

          内担当）

（注） 64
2026年

６月24日

（注）　2026年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から2027年３月期に係る定時株主総会の終結の時まででありま

す。

 

(2）退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役 千田　豊作 2026年６月24日

 

(3）役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役常務執行役員

海外営業本部長

（韓国・米国担当）

取締役常務執行役員

営業本部長

（韓国・米国担当）

西江　勝治 2026年７月１日

取締役執行役員

海外営業本部副本部長

（台湾・その他地域担当）

取締役執行役員

エンジニアリング本部長兼

営業本部副本部長

（台湾・その他地域担当）

井上　嘉成 2026年７月１日

取締役執行役員

国内営業本部長

取締役執行役員

営業本部副本部長

（国内担当）

箔本　恵一 2026年７月１日

 

(4）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性8名　女性1名（役員のうち女性の比率11.1％）
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

野村マイクロ・サイエンス株式会社(E01735)

半期報告書

13/28



１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,425,046 9,900,491

受取手形、売掛金及び契約資産 81,779,595 82,956,956

電子記録債権 1,014,602 1,069,319

商品及び製品 392,150 318,821

仕掛品 3,593,530 3,790,807

原材料及び貯蔵品 1,196,126 1,177,348

その他 1,970,333 2,677,236

貸倒引当金 △383,982 △391,857

流動資産合計 99,987,402 101,499,124

固定資産   

有形固定資産 6,263,117 6,274,484

無形固定資産 79,817 69,871

投資その他の資産 3,959,826 4,191,887

固定資産合計 10,302,761 10,536,243

資産合計 110,290,164 112,035,368

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,761,144 5,931,935

短期借入金 51,065,800 55,402,700

未払金 1,378,414 1,203,547

未払法人税等 3,450,785 2,590,961

契約負債 1,749,764 3,855,473

製品保証引当金 354,912 299,595

工事損失引当金 － 37,550

賞与引当金 430,468 416,861

役員賞与引当金 34,744 36,380

資産除去債務 59,323 96,136

その他 1,928,414 1,723,232

流動負債合計 68,213,771 71,594,372

固定負債   

リース債務 1,616,245 1,555,348

退職給付に係る負債 12,316 13,374

役員退職慰労引当金 277,513 299,366

その他 317,387 306,842

固定負債合計 2,223,462 2,174,932

負債合計 70,437,233 73,769,304
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,236,800 2,236,800

資本剰余金 4,237,497 4,422,538

利益剰余金 30,521,528 27,959,803

自己株式 △278,917 △253,579

株主資本合計 36,716,908 34,365,562

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 523,282 687,515

繰延ヘッジ損益 △2,151 △18,902

為替換算調整勘定 2,071,140 2,309,304

その他の包括利益累計額合計 2,592,271 2,977,917

新株予約権 543,750 922,584

純資産合計 39,852,930 38,266,063

負債純資産合計 110,290,164 112,035,368

 

EDINET提出書類

野村マイクロ・サイエンス株式会社(E01735)

半期報告書

15/28



（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 25,193,265 24,132,091

売上原価 19,457,376 19,940,808

売上総利益 5,735,888 4,191,283

販売費及び一般管理費 ※ 2,874,887 ※ 3,081,528

営業利益 2,861,001 1,109,755

営業外収益   

受取利息 69,049 22,734

受取配当金 17,983 19,277

受取家賃 15,432 17,602

為替差益 171,485 －

補助金収入 15,217 28,012

その他 43,273 8,910

営業外収益合計 332,443 96,538

営業外費用   

支払利息 1,121,289 1,155,341

為替差損 － 213,423

その他 11,468 1,637

営業外費用合計 1,132,758 1,370,402

経常利益又は経常損失（△） 2,060,687 △164,108

特別利益   

固定資産売却益 － 6,115

投資有価証券売却益 17,100 －

特別利益合計 17,100 6,115

特別損失   

固定資産除却損 0 96

特別損失合計 0 96

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
2,077,787 △158,090

法人税等 664,347 68,019

中間純利益又は中間純損失（△） 1,413,439 △226,109

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
1,413,439 △226,109
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） 1,413,439 △226,109

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 97,810 164,232

繰延ヘッジ損益 29 △16,751

為替換算調整勘定 66,528 238,164

その他の包括利益合計 164,367 385,645

中間包括利益 1,577,806 159,535

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 1,577,806 159,535
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は

税金等調整前中間純損失（△）
2,077,787 △158,090

減価償却費 940,491 718,439

株式報酬費用 189,033 186,933

貸倒引当金の増減額（△は減少） △37,712 6,124

賞与引当金の増減額（△は減少） 131,549 △16,817

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 20,981 1,635

製品保証引当金の増減額（△は減少） 123,739 △57,000

工事損失引当金の増減額（△は減少） － 37,550

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 788 479

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,218 21,853

受取利息及び受取配当金 △87,033 △42,012

支払利息 1,121,289 1,155,341

為替差損益（△は益） 621 103,027

投資有価証券売却損益（△は益） △17,100 －

固定資産売却損益（△は益） － △6,115

固定資産除却損 0 96

売上債権の増減額（△は増加） 14,093,238 △2,135,729

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,191,636 △38,941

前渡金の増減額（△は増加） 494,958 △539,438

その他の資産の増減額（△は増加） △460,568 △46,643

仕入債務の増減額（△は減少） △3,793,020 △1,771,812

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,073 83,367

契約負債の増減額（△は減少） △4,967,289 2,145,146

その他の負債の増減額（△は減少） △63,302 △569,290

小計 8,585,106 △921,893

利息及び配当金の受取額 75,502 42,409

利息の支払額 △1,647,837 △846,472

法人税等の支払額 △1,556,955 △1,021,732

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,455,816 △2,747,688
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  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △506,414 △512,233

有形固定資産の売却による収入 － 13,500

ソフトウエアの取得による支出 △7,244 △828

投資有価証券の取得による支出 △106,300 －

投資有価証券の売却による収入 28,402 －

定期預金の預入による支出 △554,500 －

定期預金の払戻による収入 － 209,600

敷金及び保証金の差入による支出 △129,293 △185,999

敷金及び保証金の回収による収入 87,334 279,724

貸付けによる支出 △11,039 △109,928

貸付金の回収による収入 － 111,928

その他 15,850 △92,671

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,183,205 △286,907

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 2,000,000 5,158,940

短期借入金の返済による支出 △5,719,950 △100,000

リース債務の返済による支出 △308,856 △217,062

自己株式の処分による収入 193,289 240,412

配当金の支払額 △2,424,694 △2,330,229

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,260,211 2,752,060

現金及び現金同等物に係る換算差額 537,436 △32,419

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,450,164 △314,954

現金及び現金同等物の期首残高 16,539,650 9,933,446

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 15,089,486 ※ 9,618,491

 

EDINET提出書類

野村マイクロ・サイエンス株式会社(E01735)

半期報告書

19/28



【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　　至　2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
　　至　2026年９月30日）

役員報酬 332,453千円 244,443千円

給与手当 701,338 876,536

役員賞与引当金繰入額 32,260 13,207

賞与引当金繰入額 152,163 131,934

役員退職慰労引当金繰入額 20,390 17,816

退職給付費用 39,985 41,374

研究開発費 194,389 231,292

貸倒引当金繰入額 △16,190 △3,135

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

現金及び預金勘定 16,434,486千円 9,900,491千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,345,000 △282,000

現金及び現金同等物 15,089,486 9,618,491
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月24日

定時株主総会
普通株式 2,271,783 60 2025年３月31日 2025年６月25日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月14日

取締役会
普通株式 761,343 20 2025年９月30日 2025年12月10日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月24日

定時株主総会
普通株式 2,335,615 61 2026年３月31日 2026年６月25日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月13日

取締役会
普通株式 1,154,979 30 2026年９月30日 2026年12月10日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

 日本 韓国 中国 台湾 米国 その他 計

売上高        

外部顧客への売上高 14,509,169 2,084,034 2,734,038 1,273,368 4,585,833 6,820 25,193,265

セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,452,925 231,778 2,155 938 1,751 10,259 1,699,808

計 15,962,094 2,315,813 2,736,194 1,274,306 4,587,585 17,080 26,893,074

セグメント利益又は

損失（△）
1,800,582 88,355 △98,419 433,856 650,467 △13,841 2,861,001

 
   

 調整額

中間連結

損益計算書

計上額

（注）

売上高   

外部顧客への売上高 － 25,193,265

セグメント間の内部

売上高又は振替高
△1,699,808 －

計 △1,699,808 25,193,265

セグメント利益又は

損失（△）
－ 2,861,001

（注）セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

 日本 韓国 中国 台湾 米国 その他 計

売上高        

外部顧客への売上高 10,015,190 2,149,861 5,215,318 4,801,651 1,873,684 76,385 24,132,091

セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,665,725 100,373 5,977 50,250 － － 2,822,327

計 12,680,916 2,250,235 5,221,295 4,851,902 1,873,684 76,385 26,954,419

セグメント利益又は

損失（△）
1,264,896 △740,178 △47,051 483,577 141,394 7,117 1,109,755

 
   

 調整額

中間連結

損益計算書

計上額

（注）

売上高   

外部顧客への売上高 － 24,132,091

セグメント間の内部

売上高又は振替高
△2,822,327 －

計 △2,822,327 24,132,091

セグメント利益又は

損失（△）
－ 1,109,755

（注）セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：千円）

 報告セグメント
合計

 日本 韓国 中国 台湾 米国 その他

顧客との契約から生じる収益 14,509,169 2,084,034 2,734,038 1,273,368 4,585,833 6,820 25,193,265

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 14,509,169 2,084,034 2,734,038 1,273,368 4,585,833 6,820 25,193,265

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：千円）

 報告セグメント
合計

 日本 韓国 中国 台湾 米国 その他

顧客との契約から生じる収益 10,015,190 2,149,861 5,215,318 4,801,651 1,873,684 76,385 24,132,091

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 10,015,190 2,149,861 5,215,318 4,801,651 1,873,684 76,385 24,132,091

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び

算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

(1)　１株当たり中間純利益又は

    １株当たり中間純損失（△）
37円26銭 △５円89銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益又は

親会社株主に帰属する中間純損失（△）

（千円）

1,413,439 △226,109

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中

間純利益又は親会社株主に帰属する中間

純損失（△）（千円）

1,413,439 △226,109

普通株式の期中平均株式数（千株） 37,930 38,413

(2)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益 36円61銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（千株) 678 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

2025年８月８日開催の取締役会決

議による第８回新株予約権

新株予約権の数　 4,175個

（普通株式　　　 417,500株）

2026年７月15日開催の取締役会決

議による第９回新株予約権

新株予約権の数　 2,517個

（普通株式　　　 251,700株）

（注）当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中

間純損失であるため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

2026年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額……………………………………1,154,979千円

（ロ）１株当たりの金額………………………………30円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………2026年12月10日

（注）2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月13日

野村マイクロ・サイエンス株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 髙橋　康之

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 山口　昌良

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている野村マイクロ・
サイエンス株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から
2026年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利
益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。
　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、野村マイクロ・サイエンス株式会社及び連結子会社の2026年９月
30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表
示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期
中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間
連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸
表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて
継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財
務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、
職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手
続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年
度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな
いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお
いて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が
適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の
結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。
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・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結
財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ
させる事項が認められないかどうかを評価する。
・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人
は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結
論に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻
害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 

以　上

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
 
（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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